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(57)【要約】
【課題】誤検知を低減し、異常診断システムで効果的な
異常事象等の特定を行うことができる監視対象選定装置
、監視対象選定方法、およびプログラムを提供すること
を目的とする。
【解決手段】監視対象選定装置は、監視対象選定装置が
出力する計測パラメータの相互の相関関係を表す相関値
に基づきプラントの異常事象を診断する異常診断装置に
計測パラメータを出力する監視対象選定装置であって、
プラントにおいて計測される複数の計測パラメータを取
得し、第１期間における複数の計測パラメータそれぞれ
に対して時刻に対する計測値の変化の挙動を分類し、第
１期間と第２期間それぞれにおける複数の計測パラメー
タそれぞれに対して時刻に対する計測値の変化の挙動を
分類する分類部と、第１期間の計測パラメータの挙動と
、第２期間の計測パラメータの挙動とを比較した結果に
基づいて、異常診断装置に出力する計測パラメータを選
択する選択部と、を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　当該監視対象選定装置が出力する計測パラメータの相互の相関関係を表す相関値に基づ
きプラントの異常事象を診断する異常診断装置に前記計測パラメータを出力する監視対象
選定装置であって、
　前記プラントにおいて計測される複数の計測パラメータを取得し、第１期間における前
記複数の計測パラメータそれぞれに対して時刻に対する計測値の変化の挙動を分類し、前
記第１期間と第２期間それぞれにおける前記複数の計測パラメータそれぞれに対して時刻
に対する計測値の変化の挙動を分類する分類部と、
　前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と、前記第２期間の前記計測パラメータの挙
動とを比較した結果に基づいて、前記異常診断装置に出力する前記計測パラメータを選択
する選択部と、
　を備える監視対象選定装置。
【請求項２】
　前記分類部は、
　比較した結果、前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パ
ラメータの挙動とが同じ場合に、当該計測パラメータを前記異常診断装置に出力する前記
計測パラメータとして選択し、前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間
の前記計測パラメータの挙動とが異なる場合に、前記第２期間の前記計測パラメータが正
常である場合に当該計測パラメータを前記異常診断装置に出力する前記計測パラメータと
して選択する、請求項１に記載の監視対象選定装置。
【請求項３】
　前記分類部は、
　前記計測パラメータを、時刻に対する計測値の傾きの値に基づいて、前記傾きの値が分
類閾値以上の第１の挙動と、前記傾きの値の絶対値が分類閾値未満の第２の挙動と、前記
傾きの値が負の値の場合に傾きの値の絶対値が分類閾値以上の第３の挙動とに分類する、
請求項２に記載の監視対象選定装置。
【請求項４】
　前記分類部は、　　　 
　前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動
との分類結果が同じ場合に、前記計測パラメータを前記異常診断装置に出力するように選
択する、請求項３に記載の監視対象選定装置。
【請求項５】
　前記分類部は、　　　 
　前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動
とがともに前記第２の挙動のときに各々の期間の計測パラメータの平均値の比または差が
第１所定値の範囲内の場合に、前記計測パラメータを前記異常診断装置に出力するように
選択する、請求項３または請求項４に記載の監視対象選定装置。
【請求項６】
　前記分類部は、　　　 
　前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動
とがともに前記第１の挙動のときに各々の傾きの値の比または差が第２所定値の範囲内で
ある場合に、前記計測パラメータを前記異常診断装置に出力するように選択する、請求項
３から請求項５のいずれか１項に記載の監視対象選定装置。
【請求項７】
　前記分類部は、
　前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動
とがともに前記第３の挙動であり各々の傾きの値が負の値ときに各々の傾きの値の比また
は差が第２所定値の範囲内である場合に、前記計測パラメータを前記異常診断装置に出力
するように選択する、請求項３から請求項５のいずれか１項に記載の監視対象選定装置。
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【請求項８】
　前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動
を、前記計測パラメータごとに記憶する記憶部、を備え、
　前記選択部は、
　前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動
とが異なる場合、または前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記
計測パラメータの挙動とがともに前記第２の挙動のときに各々の期間の計測パラメータの
平均値の比または差が第１所定値の範囲外の場合、または前記第１期間の前記計測パラメ
ータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動とがともに前記第１の挙動であり
それぞれの傾きの値の比が所定範囲外である場合、または前記第１期間の前記計測パラメ
ータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動とがともに前記第３の挙動であり
各々の傾きの値が負の値ときに各々の傾きの値の比または差が第２所定値の範囲外である
場合、前記記憶部が記憶する情報を参照して、前記第２期間の前記計測パラメータの挙動
が正常である場合、前記計測パラメータを前記異常診断装置に出力するように選択する、
請求項３から請求項７のいずれか１項に記載の監視対象選定装置。
【請求項９】
　監視対象選定装置が出力する計測パラメータの相互の相関関係を表す相関値に基づきプ
ラントの異常事象を診断する異常診断装置に前記計測パラメータを出力する前記監視対象
選定装置の監視対象選定方法であって、
　分類部が、前記プラントにおいて計測される複数の計測パラメータを取得し、第１期間
における前記複数の計測パラメータそれぞれに対して時刻に対する計測値の変化の挙動を
分類するステップと、
　前記分類部が、前記第１期間と第２期間それぞれにおける前記複数の計測パラメータそ
れぞれに対して時刻に対する計測値の変化の挙動を分類するステップと、
　選択部が、前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と、前記第２期間の前記計測パラ
メータの挙動とを比較した結果に基づいて、前記異常診断装置に出力する前記計測パラメ
ータを選択するステップと、
　を含む監視対象選定方法。
【請求項１０】
プログラム
　監視対象選定装置が出力する計測パラメータの相互の相関関係を表す相関値に基づきプ
ラントの異常事象を診断する異常診断装置に前記計測パラメータを出力する前記監視対象
選定装置のコンピュータに、
　前記プラントにおいて計測される複数の計測パラメータを取得し、第１期間における前
記複数の計測パラメータそれぞれに対して時刻に対する計測値の変化の挙動を分類する手
順と、
　前記第１期間と第２期間それぞれにおける前記複数の計測パラメータそれぞれに対して
時刻に対する計測値の変化の挙動を分類する手順と、
　前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と、前記第２期間の前記計測パラメータの挙
動とを比較した結果に基づいて、前記異常診断装置に出力する前記計測パラメータを選択
する手順と、
　を実行させるプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、監視対象選定装置、監視対象選定方法、およびプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　原子力発電プラントにおいて、異常予兆監視システムは、制御対象に設けられた複数の
計測装置から計測情報を取得し、取得した計測情報をプラント運転データとして取得する
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。また、異常予兆監視システムは、取得した複数の計測パラメータ間の相互関係を示す相
関に基づいて、原子力発電プラントの異常予兆を検知する。なお、異常診断システムは、
データベース、異常予兆監視システム等を備える。異常診断システムは、異常予兆監視シ
ステムが出力した異常予兆検知結果とデータベースの情報を基に、原子力発電プラントの
異常事象等（異常事象・異常予兆設備・異常対応処置）を特定している（例えば、特許文
献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１７－６２７３０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に記載の技術では、複数の計測装置の運転サイクルが異なる
場合等、計測情報が不連続に変化する場合に相関関係の崩れが生じるため、この影響を受
け運転サイクル内の異常予兆検知が困難となる。また、特許文献１に記載の技術では、運
転サイクルが異なることに起因する異常検知（誤検知)により、監視すべき運転サイクル
内の異常検知が非効率となる。
【０００５】
　本発明は、誤検知を低減し、異常診断システムで効果的な異常事象等の特定を行うこと
ができる監視対象選定装置、監視対象選定方法、およびプログラムを提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の第１の態様によれば、監視対象選定装置は、当該監視対象選定装置が出力する
計測パラメータの相互の相関関係を表す相関値に基づきプラントの異常事象を診断する異
常診断装置に前記計測パラメータを出力する監視対象選定装置であって、前記プラントに
おいて計測される複数の計測パラメータを取得し、第１期間における前記複数の計測パラ
メータそれぞれに対して時刻に対する計測値の変化の挙動を分類し、前記第１期間と第２
期間それぞれにおける前記複数の計測パラメータそれぞれに対して時刻に対する計測値の
変化の挙動を分類する分類部と、前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と、前記第２
期間の前記計測パラメータの挙動とを比較した結果に基づいて、前記異常診断装置に出力
する前記計測パラメータを選択する選択部と、を備える。
【０００７】
　また、本発明の第２の態様によれば、監視対象選定装置において、前記分類部は、比較
した結果、前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメー
タの挙動とが同じ場合に、当該計測パラメータを前記異常診断装置に出力する前記計測パ
ラメータとして選択し、前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記
計測パラメータの挙動とが異なる場合に、前記第２期間の前記計測パラメータが正常であ
る場合に当該計測パラメータを前記異常診断装置に出力する前記計測パラメータとして選
択するようにしてもよい。
【０００８】
　また、本発明の第３の態様によれば、監視対象選定装置において、前記分類部は、前記
計測パラメータを、時刻に対する計測値の傾きの値に基づいて、前記傾きの値が分類閾値
以上の第１の挙動と、前記傾きの値の絶対値が分類閾値未満の第２の挙動と、前記傾きの
値が負の値の場合に傾きの値の絶対値が分類閾値以上の第３の挙動とに分類するようにし
てもよい。
【０００９】
　また、本発明の第４の態様によれば、監視対象選定装置において、前記分類部は、前記
第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動との分
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類結果が同じ場合に、前記計測パラメータを前記異常診断装置に出力するように選択する
ようにしてもよい。
【００１０】
　また、本発明の第５の態様によれば、監視対象選定装置において、前記分類部は、前記
第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動とがと
もに前記第２の挙動のときに各々の期間の計測パラメータの平均値の比または差が第１所
定値の範囲内の場合に、前記計測パラメータを前記異常診断装置に出力するように選択す
るようにしてもよい。
【００１１】
　また、本発明の第６の態様によれば、監視対象選定装置において、前記分類部は、前記
第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動とがと
もに前記第１の挙動のときに各々の傾きの値の比または差が第２所定値の範囲内である場
合に、前記計測パラメータを前記異常診断装置に出力するように選択するようにしてもよ
い。
【００１２】
　また、本発明の第７の態様によれば、監視対象選定装置において、前記分類部は、前記
第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動とがと
もに前記第３の挙動であり各々の傾きの値が負の値ときに各々の傾きの値の比または差が
第２所定値の範囲内である場合に、前記計測パラメータを前記異常診断装置に出力するよ
うに選択するようにしてもよい。
【００１３】
　また、本発明の第８の態様によれば、監視対象選定装置は、前記第１期間の前記計測パ
ラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動を、前記計測パラメータごと
に記憶する記憶部、を備え、前記選択部は、前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と
前記第２期間の前記計測パラメータの挙動とが異なる場合、または前記第１期間の前記計
測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメータの挙動とがともに前記第２の挙
動のときに各々の期間の計測パラメータの平均値の比または差が第１所定値の範囲外の場
合、または前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメー
タの挙動とがともに前記第１の挙動でありそれぞれの傾きの値の比が所定範囲外である場
合、または前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と前記第２期間の前記計測パラメー
タの挙動とがともに前記第３の挙動であり各々の傾きの値が負の値ときに各々の傾きの値
の比または差が第２所定値の範囲外である場合、前記記憶部が記憶する情報を参照して、
前記第２期間の前記計測パラメータの挙動が正常である場合、前記計測パラメータを前記
異常診断装置に出力するように選択するようにしてもよい。
【００１４】
　また、本発明の第９の態様によれば、監視対象選定方法は、監視対象選定装置が出力す
る計測パラメータの相互の相関関係を表す相関値に基づきプラントの異常事象を診断する
異常診断装置に前記計測パラメータを出力する前記監視対象選定装置の監視対象選定方法
であって、分類部が、前記プラントにおいて計測される複数の計測パラメータを取得し、
第１期間における前記複数の計測パラメータそれぞれに対して時刻に対する計測値の変化
の挙動を分類するステップと、前記分類部が、前記第１期間と第２期間それぞれにおける
前記複数の計測パラメータそれぞれに対して時刻に対する計測値の変化の挙動を分類する
ステップと、選択部が、前記第１期間の前記計測パラメータの挙動と、前記第２期間の前
記計測パラメータの挙動とを比較した結果に基づいて、前記異常診断装置に出力する前記
計測パラメータを選択するステップと、を含む。
【００１５】
　また、本発明の第１０の態様によれば、プログラムは、監視対象選定装置が出力する計
測パラメータの相互の相関関係を表す相関値に基づきプラントの異常事象を診断する異常
診断装置に前記計測パラメータを出力する前記監視対象選定装置のコンピュータに、前記
プラントにおいて計測される複数の計測パラメータを取得し、第１期間における前記複数
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の計測パラメータそれぞれに対して時刻に対する計測値の変化の挙動を分類する手順と、
前記第１期間と第２期間それぞれにおける前記複数の計測パラメータそれぞれに対して時
刻に対する計測値の変化の挙動を分類する手順と、前記第１期間の前記計測パラメータの
挙動と、前記第２期間の前記計測パラメータの挙動とを比較した結果に基づいて、前記異
常診断装置に出力する前記計測パラメータを選択する手順と、を実行させる。
【発明の効果】
【００１６】
　上記態様のうち少なくとも１つの態様によれば、監視対象選定装置は、誤検知を低減し
、異常診断システムで効果的な異常事象等の特定を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本実施形態に係る異常診断システムの構成例を示す図である。
【図２】本実施形態に係る監視対象選定装置の構成例を示す図である。
【図３】本実施形態に係る計測パラメータの分類例を示す図である。
【図４】本実施形態に係るＮサイクルとＮ＋１サイクルにおける挙動の変化例を示す図で
ある。
【図５】本実施形態に係る記憶部が記憶する情報例を説明する図である。
【図６】本実施形態に係る監視対象選定装置が行う処理手順例を示すフローチャートであ
る。
【図７】本実施形態に係る異常予兆監視装置の構成例を示す図である。
【図８】異常予兆判断部が選択した２つの計測パラメータの例を示す図である。
【図９】異常指示値と警報発信閾値の例を示す図である。
【図１０】発生事象に対する計測パラメータの寄与度の例を示す図である。
【図１１】計測パラメータの監視例を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照しながら説明する。
　図１は、本実施形態に係る異常診断システム１の構成例を示す図である。図１に示すよ
うに、異常診断システム１は、監視対象選定装置３、異常予兆監視装置４、および異常診
断装置５を備える。なお、以下の実施形態では、異常診断システム１を原子力発電プラン
トに適用する例を説明する。
　また、異常診断装置５は、取得部５１、記憶部５２、および異常診断制御部５３を備え
る。
【００１９】
　異常診断システム１は、原子力発電プラントに設けられる複数の計測装置２１、２２，
２３，・・・それぞれが出力する計測パラメータを、プラント運転データとして取得する
。異常診断システム１は、取得した計測パラメータに基づいて原子炉を有する原子力発電
プラントの異常を診断する。ここで計測装置２１、２２，２３，・・・は、例えば、ポン
プの圧力、注入される流量、出力される流量、水位、ポンプの軸受けの温度等を計測する
装置である。
【００２０】
　監視対象選定装置３は、計測装置２１、２２，２３，・・・それぞれから計測パラメー
タを取得する。監視対象選定装置３は、取得した計測パラメータそれぞれに対して、出力
対象であるか否かを判断する。監視対象選定装置３は、出力対象であると判断した計測パ
ラメータを選択し、選択した計測パラメータを異常予兆監視装置４に出力する。なお、監
視対象選定装置３の構成、判断方法等については、後述する。
【００２１】
　異常予兆監視装置４は、例えば、取得した複数の計測パラメータの相互の相関関係を表
す相関値に基づいて、原子力発電プラントの異常予兆を検知する。異常予兆監視装置４は
、検知した異常予兆の検知結果を異常診断装置５に出力する。異常予兆の検知結果には、
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例えば、パラメータ推移、パラメータ寄与度、及び計測パラメータの系統上の位置等が含
まれている。なお、異常予兆監視装置４の構成、判断方法等については、後述する。
【００２２】
　異常診断装置５は、異常予兆監視装置４が出力する異常予兆の検知結果と、自装置が記
憶する原子力発電プラントの過去の運転履歴とに基づいて、原子力発電プラントの異常事
象を特定する。
【００２３】
　取得部５１は、異常予兆監視装置４が出力する異常予兆の検知結果を取得する。
　記憶部５２は、原子力発電プラントの過去の運転履歴に基づいて生成される各種情報を
記憶する。例えば、記憶部５２は、原子力発電プラントの異常事象と、異常事象に関連付
けられる異常予兆設備と、異常事象に関連付けられる異常対応処置と、を記憶する。また
、記憶部５２は、異常事象に関連付けられる判定用のパラメータ推移と、異常事象に関連
付けられる判定用のパラメータ寄与度と、を記憶する。なお、判定用のパラメータ推移と
判定用のパラメータ寄与度は、原子力発電プラントの過去の運転履歴に基づいて生成され
ている。
【００２４】
　異常診断制御部５３は、取得した異常予兆の検知結果と、記憶部５２が記憶する各種情
報を比較・照合する（つまり、マッチング判定を行う）ことで、原子力発電プラントの異
常事象等を特定する。例えば、異常診断制御部５３は、取得した異常予兆の検知結果に含
まれるパラメータ推移、パラメータ寄与度、及び計測パラメータの系統上の位置と、記憶
部５２が記憶するパラメータ推移、パラメータ寄与度、及び計測パラメータの系統上の位
置を比較する。異常診断制御部５３は、これらを比較した結果、異常予兆の検知結果に一
致するパラメータ推移、パラメータ寄与度、及び計測パラメータの系統上の位置があれば
、一致したパラメータ推移、パラメータ寄与度、及び計測パラメータの系統上の位置に関
連付けられる異常事象を特定する。さらに、異常診断制御部５３は、特定した異常事象に
関連付けられる異常予兆設備及び異常対応処置を特定する。
　なお、上述した異常診断装置５の異常診断方法は一例であり、これに限らない。
【００２５】
　次に、監視対象選定装置３の構成例と動作例を説明する。
　図２は、本実施形態に係る監視対象選定装置３の構成例を示す図である。図２に示すよ
うに、監視対象選定装置３は、取得部３１、記憶部３２、対象選定部３３、出力部３４、
およびトレンド監視部３５を備える。また、対象選定部３３は、分類部３３１、選択部３
３２を備える。
【００２６】
　取得部３１は、計測装置２１、２２，２３，・・・それぞれから計測パラメータを取得
する。
【００２７】
　対象選定部３３は、取得部３１が取得した計測パラメータそれぞれに対して、出力対象
である計測パラメータを選択する。
【００２８】
　分類部３３１は、取得した計測パラメータ毎に、Ｎサイクル（第１期間）の時系列変化
（挙動）を分類する。また、分類部３３１は、取得した計測パラメータ毎に、Ｎ＋１サイ
クル（第２期間）の時系列変化（挙動）を分類する。ここで、Ｎサイクルは、例えば十三
ヶ月であり、Ｎ＋１サイクルは、例えば一週間である。このように、Ｎ＋１サイクル（第
２期間）は、Ｎサイクル（第１期間）より短い期間であってもよい。分類部３３１は、時
刻に対する計測パラメータの変化を、例えば線形近似して傾きを求める。分類部３３１は
、傾きの大きさに基づいて、挙動を分類する。挙動の種類は、例えば、時間の経過に従っ
て計測値が増加する「上昇」、時間の経過に従って計測値が所定の値の範囲内である「一
定」、時間の経過に従って計測値が減少する「低下」である。
【００２９】
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　選択部３３２は、分類部３３１が分類したＮサイクルにおける挙動の分類結果（以下、
Ｎサイクルの分類結果という）と、Ｎ＋１サイクルにける挙動の分類結果（以下、Ｎ＋１
サイクルの分類結果）が一致しているか異なっているか判断する。選択部３３２は、Ｎサ
イクルの分類結果と、Ｎ＋１サイクルの分類結果が異なっている場合、評価対象であると
判断する。選択部３３２は、Ｎサイクルの分類結果と、Ｎ＋１サイクルの分類結果が一致
している場合、Ｎサイクルにおける計測パラメータの第１の平均値と、Ｎ＋１サイクルに
おける計測パラメータの第２の平均値を求め、求めた第１の平均値と第２の平均値が同じ
であるか異なっているか判断する。なお、選択部３３２は、例えば、第１の平均値と第２
の平均値の比または差が所定の値の範囲内である場合、第１の平均値と第２の平均値が同
じであると判断する。選択部３３２は、第１の平均値と第２の平均値が異なっている場合
、評価対象であると判断する。選択部３３２は、Ｎサイクルの分類結果と、Ｎ＋１サイク
ルの分類結果が一致している場合、Ｎサイクルにおける計測パラメータの時刻に対する第
１の傾きと、Ｎ＋１サイクルにおける計測パラメータの時刻に対する第２の傾きを求め、
求めた第１の傾きと第２の傾きが同じであるか異なっているか判断する。選択部３３２は
、第１の傾きと第２の傾きが異なっている場合、評価対象であると判断する。選択部３３
２は、Ｎサイクルの分類結果とＮ＋１サイクルの分類結果が一致している場合、かつ第１
の平均値と第２の平均値が一致している場合、かつ第１の傾きと第２の傾きが一致してい
る場合、出力対象（評価対象外）であると判断して、取得した計測パラメータを、出力部
３４を介して異常予兆監視装置４に出力する。なお、分類部３３１は、複数の計測パラメ
ータを分類する際に、複数の計測パラメータの最大値と最小値用いて計測値を規格化した
のちに、挙動を分類するようにしてもよい。
【００３０】
　選択部３３２は、評価対象と判断した計測パラメータに対して、さらにＮサイクルの分
類結果とＮ＋１サイクルの分類結果が異なっている場合、または第１の平均値と第２の平
均値が異なっている場合、または第１の傾きと第２の傾きが異なっている分類結果が正常
であるか異常であるかを、記憶部３２が記憶する情報と比較して判断する。選択部３３２
は、正常であると判断し、かつ監視対象選定装置３で監視不要な計測パラメータである場
合、取得した計測パラメータを、出力部３４を介して異常予兆監視装置４に出力する。選
択部３３２は、異常であると判断した場合、または監視対象選定装置３で監視する必要が
ある計測パラメータである場合、取得した計測パラメータをトレンド監視部３５に出力す
る。
【００３１】
　記憶部３２は、計測データを分類するための分類閾値を記憶する。記憶部３２は、計測
パラメータ毎に、正常動作時のＮサイクルの挙動の分類結果とＮ＋１サイクルの挙動の分
類結果を記憶する。記憶部３２は、Ｎサイクル時の動作状態、Ｎ＋１サイクル時の動作状
態を記憶する。なお、動作状態とは、点検前、点検後、装置の交換前、装置の交換後、作
業が行われた状態、作業が行われていなかった状態等である。記憶部３２は、計測パラメ
ータ毎に、Ｎサイクルにおける挙動の分類結果を記憶し、Ｎ＋１サイクルにおける挙動の
分類結果を記憶する。
【００３２】
　出力部３４は、対象選定部３３が選択した計測パラメータを異常予兆監視装置４に出力
する。
　トレンド監視部３５は、選択部３３２が出力した計測パラメータに対して、計測パラメ
ータの監視（トレンド監視）等を行う。トレンド監視部３５は、監視した結果を示す情報
と監視した計測パラメータを、図１の破線のように異常予兆監視装置４または異常診断装
置５に出力するようにしてもよい。または、トレンド監視部３５は、自装置が備える不図
示の表示部に表示するようにしてもよい。
【００３３】
　次に、計測パラメータの分類例を説明する。
　図３は、本実施形態に係る計測パラメータの分類例を示す図である。図３において、横
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軸は時刻、縦軸は計測値である。
　符号ｇ１は、時系列変化の状態（挙動）が上昇の例である。分類部３３１は、線形近似
して求めた傾きの大きさが、分類閾値以上である場合に、挙動の分類結果を「上昇」（第
１の挙動）であると判断する。
【００３４】
　符号ｇ２は、時系列変化の状態（挙動）が一定の例である。分類部３３１は、線形近似
して求めた傾きの大きさの絶対値が、分類閾値未満である場合に、挙動の分類結果を「一
定」（第２の挙動）であると判断する。
【００３５】
　符号ｇ３は、時系列変化の状態（挙動）が低下の例である。分類部３３１は、線形近似
して求めた傾きが負の値のとき、傾きの絶対値が分類閾値以上である場合に、挙動の分類
結果を「低下」（第３の挙動）であると判断する。
【００３６】
　次に、計測パラメータの分類例を説明する。
　図４は、本実施形態に係るＮサイクルとＮ＋１サイクルにおける挙動の変化例を示す図
である。
　図４に示す例では、Ｎサイクルの挙動は「上昇」であり、Ｎ＋１サイクルの挙動は「一
定」である。なお、Ｎサイクルにおける挙動は正常時の挙動である。そして、Ｎ＋１サイ
クルの挙動が監視対象選定装置３の解析対象である。
　このように、同じ計測パラメータにおいて、Ｎサイクルの挙動の分類結果と、Ｎ＋１サ
イクルの挙動の分類結果が異なる場合、選択部３３２は、挙動の分類結果が異なる要因を
確認し、異なっていることが正常であるのか異常であるのかを判断する。ここで、要因は
、例えば、Ｎサイクルの計測パラメータが作業点検前でありＮ＋１サイクルの計測パラメ
ータが点検後である場合、またはＮサイクルの計測パラメータが装置の交換前でありＮ＋
１サイクルの計測パラメータが装置の交換後である場合等である。
　例えば、再起動後、Ｎ＋１サイクルの期間（例えば一週間）の挙動が一定であることが
正常である場合もある。また、装置の交換後であれば、Ｎ＋１サイクルの挙動が一定であ
ることが正常である場合もある。
【００３７】
　次に、記憶部３２が記憶する情報例を説明する。
　図５は、本実施形態に係る記憶部３２が記憶する情報例を説明する図である。
　図５に示すように、記憶部３２は、分類部３３１が分類したＮサイクルとＮ＋１サイク
ルの挙動の分類結果を記憶する。例えば、記憶部３２は、計測パラメータＡに、Ｎサイク
ルの挙動の分類結果の「上昇」、Ｎ＋１サイクルの挙動の分類結果の「上昇」を対応付け
て記憶する。記憶部３２は、計測パラメータＣに、Ｎサイクルの挙動の分類結果の「一定
」、Ｎ＋１サイクルの挙動の分類結果の「一定」を対応付けて記憶する。
【００３８】
　次に、監視対象選定装置３が行う処理手順例を説明する。
　図６は、本実施形態に係る監視対象選定装置３が行う処理手順例を示すフローチャート
である。なお、監視対象選定装置３は、以下の処理を、計測パラメータ毎に行う。
【００３９】
　（ステップＳ１）取得部３１は、計測装置２１、２２，２３，・・・それぞれから計測
パラメータを取得する。
　（ステップＳ２）分類部３３１は、Ｎサイクルの時系列変化（挙動）を分類する。また
、分類部３３１は、Ｎ＋１サイクルの時系列変化（挙動）を分類する。
【００４０】
　（ステップＳ３）選択部３３２は、Ｎサイクルの挙動の分類結果と、Ｎ＋１サイクルの
挙動の分類結果とが異なっているか否かを判断する。選択部３３２は、Ｎサイクルの挙動
の分類結果と、Ｎ＋１サイクルの挙動の分類結果とが異なっていると判断した場合（ステ
ップＳ３；ＹＥＳ）、ステップＳ７の処理に進める。選択部３３２は、Ｎサイクルの挙動
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の分類結果と、Ｎ＋１サイクルの挙動の分類結果とが同じである判断した場合（ステップ
Ｓ３；ＮＯ）、ステップＳ４の処理に進める。
【００４１】
　（ステップＳ４）選択部３３２は、Ｎサイクルの挙動の分類結果と、Ｎ＋１サイクルの
挙動の分類結果とが、両方とも「一定」である場合、Ｎサイクルにおける計測パラメータ
の平均値を求め、Ｎ＋１サイクルにおける計測パラメータの平均値を求める。続けて、選
択部３３２は、Ｎサイクルにおける計測パラメータの平均値と、Ｎ＋１サイクルにおける
計測パラメータの平均値とが異なっているか否かを判断する。選択部３３２は、例えば、
Ｎサイクルにおける計測パラメータの平均値と、Ｎ＋１サイクルにおける計測パラメータ
の平均値の比または差が、第１所定値の範囲内である場合は、平均値が同じであると判断
する。また、選択部３３２は、例えば、Ｎサイクルにおける計測パラメータの平均値と、
Ｎ＋１サイクルにおける計測パラメータの平均値の比または差が、第１所定値の範囲外で
ある場合は、平均値が異なっていると判断する。選択部３３２は、Ｎサイクルにおける計
測パラメータの平均値と、Ｎ＋１サイクルにおける計測パラメータの平均値とが異なって
いると判断した場合（ステップＳ４；ＹＥＳ）、ステップＳ７の処理に進める。選択部３
３２は、Ｎサイクルにおける計測パラメータの平均値と、Ｎ＋１サイクルにおける計測パ
ラメータの平均値とが同じであると判断した場合（ステップＳ４；ＮＯ）、ステップＳ５
の処理に進める。
【００４２】
　（ステップＳ５）選択部３３２は、Ｎサイクルの挙動の分類結果と、Ｎ＋１サイクルの
挙動の分類結果とが、両方とも「上昇」または「低下」である場合、Ｎサイクルにおける
時間に対する計測パラメータの傾きを例えば線形近似で求め、Ｎ＋１サイクルにおける時
間に対する計測パラメータの傾きを例えば線形近似で求める。続けて、選択部３３２は、
Ｎサイクルにおける傾きと、Ｎ＋１サイクルにおける傾きとが異なっているか否かを判断
する。選択部３３２は、例えば、Ｎサイクルにおける傾きと、Ｎ＋１サイクルにおける傾
きの比または差が、第２所定値の範囲内である場合は、傾きが同じであると判断する。ま
た、選択部３３２は、例えば、Ｎサイクルにおける傾きと、Ｎ＋１サイクルにおける傾き
の比または差が、第２所定値の範囲外である場合は、傾きが異なっていると判断する。な
お、第２所定値は、「上昇」と「低下」で同じ値であってもよく、異なっていてもよい。
選択部３３２は、Ｎサイクルにおける傾きと、Ｎ＋１サイクルにおける傾きが異なってい
ると判断した場合（ステップＳ５；ＹＥＳ）、ステップＳ７の処理に進める。選択部３３
２は、Ｎサイクルにおける傾きと、Ｎ＋１サイクルにおける傾きが同じであると判断した
場合（ステップＳ５；ＮＯ）、ステップＳ６の処理に進める。
【００４３】
　（ステップＳ６）選択部３３２は、Ｎサイクルの挙動の分類結果とＮ＋１サイクルの挙
動の分類結果が同じであり、かつＮサイクルにおける計測パラメータの平均値とＮ＋１サ
イクルにおける計測パラメータの平均値が同じであり、かつＮサイクルにおける計測パラ
メータの傾きとＮ＋１サイクルにおける計測パラメータの傾きが同じである場合、その計
測パラメータを評価対象外として選択する。選択後、選択部３３２は、ステップＳ８の処
理を進める。
【００４４】
　（ステップＳ７）選択部３３２は、Ｎサイクルの挙動の分類結果とＮ＋１サイクルの挙
動の分類結果が異なる場合、またはＮサイクルにおける計測パラメータの平均値とＮ＋１
サイクルにおける計測パラメータの平均値が異なる場合、またはＮサイクルにおける計測
パラメータの傾きとＮ＋１サイクルにおける計測パラメータの傾きが異なる場合、その計
測パラメータを評価対象として選択する。選択後、選択部３３２は、ステップＳ９の処理
を進める。
【００４５】
　（ステップＳ８）選択部３３２は、選択した計測パラメータを異常予兆監視装置４に出
力する。監視対象選定装置３は、処理を終了する。
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【００４６】
　（ステップＳ９）選択部３３２は、ステップＳ７で評価対象とした計測パラメータのＮ
サイクルの挙動とＮ＋１サイクルの挙動が異なることが正常であるのか異常であるのかを
、記憶部３２が記憶する情報に基づいて判断する。または、選択部３３２は、ステップＳ
７で評価対象としたＮサイクルにおける計測パラメータの平均値とＮ＋１サイクルにおけ
る計測パラメータの平均値が異なることが正常であるのか異常であるのかを、記憶部３２
が記憶する情報に基づいて判断する。または、選択部３３２は、ステップＳ７で評価対象
としたＮサイクルにおける傾きとＮ＋１サイクルにおける傾きが異なることが正常である
のか異常であるのかを、記憶部３２が記憶する情報に基づいて判断する。選択部３３２は
、正常であると判断した場合（ステップＳ９；正常）、ステップＳ１０の処理に進め、異
常であると判断した場合（ステップＳ９；異常）、ステップＳ１１の処理に進める。
【００４７】
　（ステップＳ１０）選択部３３２は、正常であると判断された計測パラメータの監視が
必要であるか否かを、記憶部３２が記憶する情報に基づいて判断する。選択部３３２は、
監視が不要であると判断した場合（ステップＳ１０；予兆監視可）、ステップＳ８の処理
に進める。選択部３３２は、監視が必要であると判断した場合（ステップＳ１０；予兆監
視否）、ステップＳ１１の処理に進める。この意味合いは、Ｎ＋１サイクルにおける挙動
の分類結果の異なりが一時的なものであるのか継続するかを選択部３３２が判断している
。選択部３３２は、継続的に挙動の分類結果が異なるのであれば、監視不要なので対象外
と判断する。
【００４８】
　（ステップＳ１１）選択部３３２は、計測パラメータをトレンド監視部３５に出力する
。トレンド監視部３５は、選択部３３２が出力した計測パラメータに対して、トレンド監
視等を行う。
【００４９】
　なお、上述した処理において、選択部３３２は、ステップＳ３でＮサイクルとＮ＋１サ
イクルの計測パラメータの挙動の分類結果が同じ場合に、その計測パラメータを選択して
、選択した計測パラメータを異常予兆監視装置４に出力するようにしてもよい。
【００５０】
　また、上述した処理において、選択部３３２は、ステップＳ４でＮサイクルとＮ＋１サ
イクルの計測パラメータの平均値が同じ場合に、その計測パラメータを選択して、選択し
た計測パラメータを異常予兆監視装置４に出力するようにしてもよい。
【００５１】
　また、上述した処理において、選択部３３２は、ステップＳ３でＮサイクルとＮ＋１サ
イクルの計測パラメータの挙動の分類結果が同じ場合、かつステップＳ５でＮサイクルと
Ｎ＋１サイクルの計測パラメータの傾きが同じ場合に、その計測パラメータを選択して、
選択した計測パラメータを異常予兆監視装置４に出力するようにしてもよい。
【００５２】
　ここで、ステップＳ９の処理を行う理由を、さらに説明する。
　正常時の挙動であるＮサイクルの挙動と、Ｎ＋１サイクルの挙動とが異なっていても、
計測値の挙動としては正常である場合もあり得る。例えばＮサイクルの動作後に、計測装
置２１が交換された場合、Ｎ＋１サイクルの挙動がＮサイクルの挙動と異なる場合もある
。また、例えばＮ＋１サイクルの期間に作業が行われていた場合、Ｎ＋１サイクルの挙動
がＮサイクルの挙動と異なる場合もある。ステップＳ９の処理の目的は、このように正常
である計測パラメータを異常予兆監視装置４に出力するように選択することにある。
【００５３】
　なお、上述した例では、分類部３３１が、計測パラメータに対して線形近似して挙動を
３種類に分類する例を説明したが、これに限らない。分類部３３１は、時刻に対する計測
値に対して、二次近似、三次近似、・・等を行って分類してもよい。または、所定の時間
変化を有する挙動を記憶部３２に記憶させておき、分類部３３１は、記憶部３２が記憶す
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る情報を参照して分類してもよい。所定の時間変化を有する挙動とは、例えば、台形形状
の挙動、期間内に複数回の増加と低下を繰り返す挙動、矩形波のように高い計測値と低い
計測値を繰り返す挙動等である。また、分類部３３１は、２種類以上に挙動を分類しても
よく、４種類以上に挙動を分類してもよい。
【００５４】
　次に、異常予兆監視装置４の構成例と動作例を説明する。
　図７は、本実施形態に係る異常予兆監視装置４の構成例を示す図である。図７に示すよ
うに、異常予兆監視装置４は、取得部４１、記憶部４２、および異常予兆判断部４３を備
える。
【００５５】
　取得部４１は、監視対象選定装置３が出力する選択された計測パラメータを取得する。
　記憶部４２は、取得部４１が取得した計測パラメータを、計測パラメータ毎に時系列に
従って記憶する。また、記憶部４２は、異常予兆であるか否かを判定するための閾値を記
憶する。記憶部４２は、時刻に対する計測値の変化の予測値または正常時の実測値を計測
パラメータ毎に記憶する。さらに、記憶部４２は、実測値と予測値との乖離閾値を、計測
パラメータ毎に記憶する。
【００５６】
　異常予兆判断部４３は、複数の計測パラメータのうち、２つの計測パラメータの相関強
さを表す相関値それぞれを導出する。異常予兆判断部４３は、導出した全ての計測パラメ
ータの相関値を足し合わせた相関値を異常指示値として用いる。異常予兆判断部４３は、
監視指示値が警報発信閾値を超えた場合、異常予兆があると判定（検知）する。異常予兆
判断部４３は、監視指示値が警報発信閾値以下である場合、異常予兆がないと判定（未検
知）する。異常予兆判断部４３は、異常予兆があると検知した場合、異常予兆の検知結果
を異常診断装置５に出力する。なお、異常指標値とは、異常度の指標である。また、警報
発信閾値は、異常予兆であるか否かを判定するための閾値である。
【００５７】
　次に、異常予兆監視装置４が行う予兆監視の処理手順の概略を説明する。
　異常予兆判断部４３は、複数の計測パラメータのうち、２つの計測パラメータを選択す
る。
　図８は、異常予兆判断部４３が選択した２つの計測パラメータの例を示す図である。図
８に示す例では、異常予兆判断部４３は、第１の計測パラメータとして「ＡＡライン出口
流量」を選択する。そして、異常予兆判断部４３は、第２の計測パラメータとして、まず
「ＢＢポンプ軸受温度」を選択する。次に、異常予兆判断部４３は、第２の計測パラメー
タとして、「ＡＡライン入口温度」を選択する。次に、異常予兆判断部４３は、第２の計
測パラメータとして、「ＣＣライン出口温度」を選択する。このように、異常予兆判断部
４３は、複数の計測パラメータから、２つの計測パラメータの全ての組み合わせを選択し
ていく。そして、異常予兆判断部４３は、選択した第１の計測パラメータと第２の計測パ
ラメータの相関の強さを示す相関値を、全ての組み合わせに対して求める。異常予兆判断
部４３は、第１の計測パラメータと第２の計測パラメータの全ての組み合わせそれぞれの
相関値の総和を、異常指示値をして求める。
【００５８】
　図９は、異常指示値と警報発信閾値の例を示す図である。
　図９において、横軸は時刻、縦軸は異常指示値である。破線ｇ１１は、警報発信閾値を
表し、波形ｇ１２は、時刻に対する異常指示値の変化を表す。図９に表す例では、時刻ｔ
１のとき、異常指示値が警報発信閾値を超える例である。
　異常予兆判断部４３は、監視指示値が警報発信閾値を超えた場合、その時刻ｔ１のとき
の計測パラメータそれぞれの異常指標値に帯する寄与度を求める。
【００５９】
　図１０は、発生事象に対する計測パラメータの寄与度の例を示す図である。図１０にお
いて、横軸は計測パラメータの種類、縦軸は寄与度である。
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　図１０に示す例では、異常指標値に寄与している寄与度の高い計測パラメータが、順に
パラメータＡ、パラメータＢ、パラメータＣ、パラメータＤ、パラメータＥ、パラメータ
Ｆの例である。図１０に示すように、図９において、時刻ｔ１のとき寄与度が最も高い計
測パラメータは、パラメータＡである。
　このように、異常予兆判断部４３は、異常指示値が警報発信閾値を超えた時刻における
寄与度の高い計測パラメータを抽出する。なお、異常予兆判断部４３は、寄与度の高い計
測パラメータを少なくとも１つ抽出し、２つ以上抽出するようにしてもよい。
【００６０】
　異常予兆判断部４３は、抽出した寄与度の高い計測パラメータに対して、実測値と予測
値との比較を行うことで計測パラメータを個別に監視する。
　図１１は、計測パラメータの監視例を説明する図である。図１１において、横軸は時刻
、縦軸は、計測値である。また、波形ｇ２１は、実測値であり、波形ｇ２２は予測値であ
る。
　図９、図１０に示す例において、異常予兆判断部４３は、寄与度の高い計測パラメータ
としてパラメータＡを選択する。そして、異常予兆判断部４３は、記憶部４２が記憶する
パラメータＡの時刻に対する計測値の変化の予測値（または正常時の実測値）を読み出す
。異常予兆判断部４３は、予測値と実測値を比較し、予測値と実測値との乖離状態を監視
する。異常予兆判断部４３は、例えば、時刻ｔ１以降、パラメータＡの実測値と予測値と
の乖離状態を監視し、実測値と予測値との差が乖離閾値以上となった時刻ｔ２のときに、
パラメータＡに異常予兆が発生していると検知する。異常予兆判断部４３は、異常予兆が
あると検知した場合、異常予兆の検知結果を異常診断装置５に出力する。
【００６１】
　なお、異常予兆監視装置４は、異常指示値が警報発信閾値を超えたとき、不図示の報知
部から報知するようにしてもよい。また、異常予兆監視装置４は、異常指示値が警報発信
閾値を超えたとき、不図示の表示部に寄与度の高い計測パラメータと寄与度を表示させる
ようにしてもよい。
【００６２】
　なお、上述した異常予兆の方法は一例であり、これに限らない。例えば、先行技術文献
における特許文献１の特開２０１５－６２７３０号公報に記載のように行ってもよい。
【００６３】
　上述したように、異常予兆監視装置４は、運転サイクル内の異常予兆検知を目的として
いる。このため異常予兆監視装置４は、ＮサイクルとＮ＋１サイクルの間で計測パラメー
タそれぞれの挙動が異なっている場合、相関が崩れることによって異常予兆検知が困難に
なる場合があった。
　このため、本実施形態では、Ｎ＋１サイクルの挙動が異常である場合に、その計測パラ
メータを異常予兆判断部４３に出力しないように選択する。または、本実施形態では、そ
の計測パラメータを異常予兆監視装置４に出力する計測パラメータから除外する。換言す
ると、本実施形態では、計測パラメータの不連続な変化に起因する異常予兆を事前にスク
リーニングし、運転サイクル内の異常を監視する異常予兆監視装置４の入力から除外する
。
　これにより、本実施形態によれば、異常予兆監視装置４に出力する計測パラメータを選
択することで、異常予兆監視装置４の誤検出を低減することができる。この結果、本実施
形態によれば、異常診断システム１の異常事象の特定時の精度を向上させることができる
。
【００６４】
　また、本実施形態では、計測パラメータそのものを異常予兆監視装置４に入力するので
はなく、上述の監視対象選定装置３で監視対象を選定した上で異常予兆監視装置４に入力
することとしている。
【００６５】
　また、本実施形態では、異常予兆監視前の計測パラメータを対象に挙動を分析（パター
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ン化）して分類した。また、本実施形態では、運転サイクル間（例えば、前回の運転サイ
クルと今回の運転サイクル）で比較を行うようにした。
【００６６】
　以上のように、本実施形態では、計測パラメータ間の相互関係を示す相関値に基づいて
、原子力発電プラントの異常予兆を検知する際に、監視対象選定装置３で取得した複数の
計測パラメータから正常な挙動の計測パラメータを選択して、選択した計測パラメータを
異常予兆監視装置４に出力するようにした。
　以上のように、本実施形態では、運転サイクルが異なる場合等、計測パラメータが不連
続に変化する場合に相関関係の崩れが発生した場合であっても、正常な挙動の計測パラメ
ータを選択して、選択した計測パラメータを異常予兆監視装置４に出力するようにした。
この結果、本実施形態によれば、運転サイクル内の異常予兆検知・異常事象特定が困難と
なる課題を解決することができる。
【００６７】
　また、上述した例では、異常診断システム１を原子力発電プラントに適用する例を説明
したが、これに限らない。異常診断システム１は、火力発電プラント、水力発電プラント
、風力発電プラント、太陽光発電プラント等に適用することも可能である。この場合、第
１期間、第２期間は、それぞれの発電プラントに応じた期間であってもよい。
【００６８】
　なお、本発明における監視対象選定装置３の機能の全てまたは一部を実現するためのプ
ログラムをコンピュータ読み取り可能な記録媒体に記録して、この記録媒体に記録された
プログラムをコンピュータシステムに読み込ませ、実行することにより監視対象選定装置
３が行う処理の全てまたは一部を行ってもよい。なお、ここでいう「コンピュータシステ
ム」とは、ＯＳや周辺機器等のハードウェアを含むものとする。また、「コンピュータシ
ステム」は、ホームページ提供環境（あるいは表示環境）を備えたＷＷＷシステムも含む
ものとする。また、「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」とは、フレキシブルディス
ク、光磁気ディスク、ＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭ等の可搬媒体、コンピュータシステムに内蔵
されるハードディスク等の記憶装置のことをいう。さらに「コンピュータ読み取り可能な
記録媒体」とは、インターネット等のネットワークや電話回線等の通信回線を介してプロ
グラムが送信された場合のサーバやクライアントとなるコンピュータシステム内部の揮発
性メモリ（ＲＡＭ）のように、一定時間プログラムを保持しているものも含むものとする
。
【００６９】
　また、上記プログラムは、このプログラムを記憶装置等に格納したコンピュータシステ
ムから、伝送媒体を介して、あるいは、伝送媒体中の伝送波により他のコンピュータシス
テムに伝送されてもよい。ここで、プログラムを伝送する「伝送媒体」は、インターネッ
ト等のネットワーク（通信網）や電話回線等の通信回線（通信線）のように情報を伝送す
る機能を有する媒体のことをいう。また、上記プログラムは、前述した機能の一部を実現
するためのものであってもよい。さらに、前述した機能をコンピュータシステムにすでに
記録されているプログラムとの組み合わせで実現できるもの、いわゆる差分ファイル（差
分プログラム）であってもよい。
【００７０】
　以上、本発明を実施するための形態について実施形態を用いて説明したが、本発明はこ
うした実施形態に何等限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲内におい
て種々の変形および置換を加えることができる。
【符号の説明】
【００７１】
１…異常診断システム、３…監視対象選定装置、４…異常予兆監視装置、５…異常診断装
置、３１…取得部、３２…記憶部、３３…対象選定部、３４…出力部、３５…トレンド監
視部、３３１…分類部、３３２…選択部、４１…取得部、４２…記憶部、４３…異常予兆
判断部、５１…取得部、５２…記憶部、５３…異常診断制御部
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